
 

 
「年の終わりに」の手引き 

 
【決算整理】 
原則として振替帳で入力してください。 

１減価償却 
  年度末（１２月３１日）に、この画面で建物、車両運搬具、工具器具備品

などの固定資産の取得価額と耐用年数を基として、本年分の期間に対応す

る減価償却費を計算します。 
  減価償却費は当期の費用として個人事業損益計算書に計上され、同時に同

じ金額が個人事業対照表の各固定資産から直接控除されます。 
 
  減価償却費の計算方法は、残存価格をゼロとして、原則として定額法で行

います。 
  また、耐用年数、減価償却の方法など詳しい内容については 
  国税庁の「確定申告書等の様式・手引き等」および「主な減価償却資産の

耐用年数表」を参照してください。 
    

資産名 取得価額 耐用年数 期首価額 減価償却費 期末価額      
建物           
建物附属設備              
マンション               
車両運搬具            
工具器具備品            

 
減価償却費＝取得価額÷耐用年数×事業に使用した月数÷１２ 
（例） 
  建物の取得価額が４７,０００,０００円：耐用年数４７年 

事業に使用した月数 １２か月の場合 
減価償却費 

４７,０００,０００円÷４７年×１２か月÷１２＝１,０００,０００円 



２期末棚卸資産 
 期末棚卸資産の合計金額を計算します。 
 棚卸資産ごとに振替帳に入力すると、個人事業家庭決算書に入力されます。 
 
 棚卸資産の内訳 
 
    商品名     金 額 
  
  
  
  
  
  
    合 計  
 
仕訳 
１期首棚卸資産 
 左 方          右 方 

 期首棚卸資産    /   棚卸資産 
 
２期末棚卸資産 
  左 方          右 方 

   棚卸資産    /    期末棚卸資産 
 
振替帳で入力します 
 
（事例） 
期首棚卸資産 １００ 
期末棚卸資産 ２００ の場合 
 
１期首棚卸資産 
 左 方            右 方 

 期首棚卸資産 １００  /   棚卸資産 １００ 
振替帳 
① 日付 ② 内 容 ③ 金額 ④ 左方 ⑤ 右方 

１２/３１ 決算整理 １００ 期首棚卸資産 棚卸資産 



２期末棚卸資産 
左 方           右 方 

 棚卸資産  ２００   /  期末棚卸資産 ２００ 
 
振替帳 
⑥ 日付 ⑦ 内 容 ⑧ 金額 ⑨ 左方 ⑩ 右方 

１２/３１ 決算整理 ２００ 棚卸資産 期末棚卸資産 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【事業用家庭決算書】 
 これで本年度の個人事業家庭決算書が完成します。 
 

  
 
 

「本年度の個人事業家庭決算書を表示する」をクリックします。                  
  
「個人事業対照表」のタブをクリックすると本年度の個人事業対照 
表を見ることができます。 
 
「個人事業損益計算書」のタブをクリックすれば個人事業損益計算書を見る 
ことができます。 
当期事業損益は、今年１年間働いて、事業で築き上げた財産の金額を表して 
います。 
 
 
 
 
 
 
 



              個人事業貸借対照表 

     
個人事業損益計算書 

      
   



【剰余金の計算】 

剰余金は、今まで働いた事業で築き上げた財産の金額です。 
 

来年度開始時の剰余金 
本年度の決算書の剰余金（昨年度までに築き上げてきた財産）と当期事

業損益（今年築き上げた財産）を合計したものが、来年度の開始時の剰

余金になります。 
画面では、本年度の決算書の剰余金と当期事業損益、来年度開始時の剰

余金が自動的に計算されて表示されます。 
 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【来年度の個人事業貸借対照表】 

    来年度開始時の個人事業貸借対照表が表示されます。 
  この画面を印刷して、来年度のはじめの個人事業対照を作成する 

ときに利用します。 
 

    


